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第 1 部 中国の税制・外貨管理・通関上の原則 

Ⅰ．中国の税制の基礎（企業所得税・流通税・その他） 

 

1．中国には、どの様な税金がありますか？                      

中国の主要な税金（外資企業・外国人に関連する税金）は、以下の通り。 

 

1．所得に対する税金 

① 企業所得税 

2008年に内外資の税制が統合された。所得に対して 25％の定率。 

 

② 個人所得税 

3～45％の超過累進課税。 

中国公民・外国人同様の税制であるが、月次基礎控除額は、中国公民 3,500 元に対して、外国

人は 4,800元となっている。 

 

2．流通税 

主要な流通税は、増値税と営業税であるが、2012年 1月より、地区を限定した税制統合の試行

措置（役務に対しても増値税課税に変更）が開始されている。 

① 増値税 

物品売買、加工補修役務を課税対象とする、標準税率 17％の税金。 

 

② 営業税 

物流、サービス、金融、無形資産売買、リース等を課税対象とする、標準税率 5％の税金。 

 

③ 消費税 

特定物品に対して課税される奢侈税（物品税）。 

 

3．流通税に対する課税 

営業税・増値税に対して、一定税率で課税される税金として、城市建設税、教育費賦課、地方

教育費賦課、河道管理費が挙げられる。 

以前は、内資企業にのみ課税されていたが、2010 年 12 月 1 日より、外資企業に対しても課税

される様になった。 
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4．関税 

輸入通関時に、CIF 価格を関税評価額と、商品毎に異なる税率をかけて税関が徴税する税金。

但し、特定品目に付いては、輸出関税制度もある。 

 

5．不動産に対する課税 

不動産に関連する主な税金は、以下の通りである。 

房産税（不動産の保有・賃貸に対して毎年課税）、契税（不動産の名義変更時に課税）、土地増

値税（不動産の売却益に対して課税）、土地使用税（土地使用権の保有に対して毎年課税）。 

 

6．その他 

印紙税、資源税、車両取得税、その他 

 

 

2．企業所得税の概要を教えてください。                       

1．ポイント 

2008年 1月に企業所得税法の改定が行われ、外資企業と内資企業に適用される税法が統合され

た。税法改定により、税率が 33％から 25％に引き下げられると共に、外資企業に対して認めら

れていた各種優遇措置（経済特区等の優遇税率、二免三減等のタックスホリデー等）は廃止さ

れている。 

 

2．概要 

現行の企業所得税法は、2008年 1月 1日より施行されている。 

企業所得税の特徴は、以下の通りである。 

① 対象 

新税法は、外資企業・内資企業の双方を対象としている。 

② 税率 

25％の固定税率。 

 

③ 優遇税率の適用 

旧所得税法で認められた、地域に対する優遇税率（経済特区、経済技術開発区、沿海開放区等

の外資企業に対する優遇税率適用）や、外資企業に対するタックスホリーデー（二免三減等）
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は、一律廃止されている。現在の税法で優遇対象となるのは、以下の通り。 

1）優遇税率 

● ハイテク企業 15％（税法第 28条・細則第 93条） 

・「国家が重点支援するハイテク領域」に規定された範疇に入る事。 

・研究開発費と販売収入の比率が規定より高い事。 

・ハイテク製品（サービス）収入比率が規定より高い事。 

・科学技術者の企業職員総数に占める比率が高い事。 

・その他 

● 小規模で利益が少ない企業 20％（税法第 28条・細則第 92条） 

・工業企業の場合は、年度の未納税所得が 30万元以内、従業員が 100人以内、資産総額が 3

千万元以内の企業。 

・その他の企業は、年度の未納税所得額が 30 万元以内、従業員が 80 人以内、資産総額が 1

千万元以内の企業。 

 

2）所得の減免 

企業所得税法では、以下の所得に関して、所得の減免を認めている（税法第 27条）。 

・農、林、牧、漁業プロジェクトに従事する所得（細則第 86条）。 

・国家が重点支援する公共インフラプロジェクト（細則第 87 条；埠頭、飛行場、鉄道、公道、

都市公共交通、電力、水利等）。条件に合う、環境保護・省エネ節水プロジェクト（細則第 88

条；公共汚水処理、公共ゴミ処理、メタンガス総合利用、省エネ二酸化炭素減少技術改造、

海水淡水化等）。 

 最初の収入を得た年度（1枚目の発票を起票した年度）より、3年間は免税、引き続く

3年間は半減。 

・条件に合う技術移転（細則第 90条）。 

 500万元以内の部分に付いては免税。それを超える部分に付いては、半減措置が適用。 

 

⑤ 中国国内で受け取る配当 

内国企業が、その他の内国企業に直接投資して取得する配当に対しては、免税措置が認められ

ている（税法第 26条）。 

⇒ 外資企業が外国出資者に対して支払う配当に付いては、10％の企業所得税が課税される。 

  但し、税制改定前（2007年末まで）に計上された剰余金からの配当に付いては、経過措置 

有り。 
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⑥ 損失の繰越 

ある年度に発生した税務上の損失は、5年間の繰越が認められている（税法第 18条）。 

繰り戻し還付の制度はない。 

 

⑦ 税務申告 

企業所得税法では、予定納付・確定申告が、以下の通り義務付けられている。 

・予定納付 

月次、若しくは、四半期毎の予定納付が義務付けられている（税法第 54条）。 

予納は、各月、若しくは、四半期終了後 15日以内に行う。 

・確定申告 

年度終了後 5ヶ月以内（翌年の 5月 31日まで）に、確定申告を行う必要がある。 

 

 

3．流通税の概要を教えて下さい。                          

1．ポイント 

流通税は、増値税、営業税、消費税の三種類に分けられる。 

・増値税は、財貨の販売と加工賃（加工補修役務）を課税対象とする。 

・営業税は、役務、リース、金融、無形資産、娯楽等を課税対象とする。 

・消費税は、特定物品（タバコ・アルコール・化粧品等）に対して課税される奢侈税。 

但し、現在、一部地域で、増値税と営業税の統合の試行措置が実施されている。 

 

2．概要 

① 増値税 

増値税は、物品売買と加工補修役務に対して課税される流通税である。 

課税方法は、日本の消費税と同様、顧客から回収した売上税額（仮受増値税）と、サプライヤ

ーに対して支払った仕入税額（仮払い税額）を相殺し、差額を税務局に納税する方法を取る。 

⇒ 最終消費者に転嫁される税金であり、中間業者の税負担は、理論上は無い。 

 

基本税率は 17％だが、以下の特例がある。 

1）輸出 

一般納税義務者の輸出に対してはゼロ税率（免税＋仕入税額の還付）が適用される。 



    | 8 

本レポート内の文章や画像、素材イメージ等の無断転載、無断複製を禁止します。 | No.1-サンプル 

 

2）小規模納税義務者 

小規模納税義務者は、仕入控除・輸出還付の適用は受けられないが、売上税率は 3％となる。 

3）特定物品 

食糧、食用植物油、水道水、スチーム、冷気、熱水、ガス、石油液化ガス、天然ガス、メ

タンガス、消費者用石炭製品、図書、新聞、雑誌、飼料、化学肥料、農薬、農業機械、農

業用合成樹脂フィルム、国務院が定めるその他の財貨に付いては、13％の税率が適用され

る。 

 

② 営業税 

営業税は、主に、役務に対して課税される。 

増値税とは違い、対価を受け取った企業が納税義務者となる（受領した報酬に対して税金を計

算し、納税する）。 

税率は、以下の通りである。 

1）3％が適用される業種 

交通運輸、建設、郵便通信、文化体育 

2）5％の税率が適用される業種 

サービス（代理業、貨運代理・倉庫保管、リース、広告等）、金融保険、無形資産譲渡、 

不動産販売 

3）20％の税率が適用される業種 

娯楽 

 

③ 消費税 

以下の製品を製造する会社、及び、輸入する貿易会社が納税義務者となる。 

課税方法と税率は、製品によって異なっている。 

＜課税対象品目＞ 

たばこ、酒・アルコール、化粧品、貴金属・アクセサリー、爆竹・花火、製品油、タイヤ、オ

ートバイ、乗用車、ゴルフ製品、高級腕時計、クルーザー、割りばし、フローリング 

 

 

4．増値税と営業税の課税方法の違いを教えてください。                

1．増値税の課税方法 

増値税は、仮受け・仮払いを経て、最終消費者に負担を転嫁していく税額。 



    | 9 

本レポート内の文章や画像、素材イメージ等の無断転載、無断複製を禁止します。 | No.1-サンプル 

 

 

① 国内販売の場合 

企業が、100で仕入れた物品を、200で販売した場合は、以下の通りの処理となる。 

⇒ 増値税は顧客に転嫁される。 

＜取引＞ 

サプライヤー →100→ ＜企業＞ →200→ 顧客 

 

＜経理処理＞ 一般納税人の場合 

仮払増値税 17（100×17％） ｜仮受増値税 34（200×17％） 

⇒ 相殺して上で、17を税務局に納税。 

 

注： 

輸入品を仕入れる場合は、輸入通関時に税関で増値税を納付する（税関が納税証明を交付する）。 

 

 

② 輸出の場合 

＜取引＞ 

サプライヤー →100→ ＜企業＞ →200→ 外国顧客 

 

＜輸出還付＞ 

増値税一般納税人の場合、物品を輸出すれば、仕入税額の還付を受ける事ができる。 
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還付率は、製品によって異なる

（標準還付率は 13％）。 

輸出還付の方法は、販売業と製造

業で、以下の通り異なる（還付率

を 13％と仮定する）。 

 

 

 

 

 

 

2．増値税輸出還付方法 

・販売業 

輸出品の還付税率に基づき、仕入税額を還付（輸出還付適用時に、仕入発票の提示が必要）。 

100の仕入を行った場合、100×17％＝17の仕入税額が有るが、還付税率は、100×13％＝13

となり、差額 4を原価処理する。 

 

・製造業 

以下の算式で、還付しない額を先

に決定する。 

その上で、それ以外の仕入税額

（仕入税額総額から不還付税額

を控除した金額）を還付する。 

不還付税額＝輸出 FOB 200 ×

（17％－13％）＝8 

よって、17－8＝9を輸出還付。 

 

3．製造業の増値税計算方式（免税・控除・還付方式）に基づく輸出還付のステップ 

① 還付控除の対象外となる金額（還付・控除不能額）の計算 

還付・控除不能額＝（輸出 FOB－免税輸入原材料）×（17％－還付率） 

② 納税額の計算 

納税額＝売上増値税（国内販売に際して徴収した仮受増値税） 


